


























































































































（5）　梅謙次郎『訂正増補 民法要義 巻之一』（有斐閣、1911年）425頁、前掲注 （4） 大村・
535-538頁。
（6）　星野英一『民法概論1（序論・総則）〔改訂版〕』（良書普及会、1993年）276頁、前




























（9）　前掲注 （4） 我妻・489頁、前掲注 （4） 大村・539頁。
（10）　前掲注 （6） 石田・620頁。私見もこれに賛同する（ただし、類推適用ではなく直
接の適用でよいと思われる）。
（11）　東京高判平成24年２月29日判時2143号89頁等。  
（12）　Ｘ側の意見書として、道垣内弘人「日本放送協会の有する放送受信料債権と民法
169条の適用について」（判時2150号100頁参照）。田中宏治・注（11）判決判批・判
評646号（判時2163号）165-169頁は、消滅時効制度が権利行使の懈怠に対する制裁
の側面を有することに注目したときに、ＸがＹによる任意の支払いに期待するため
に受信料請求訴訟の提起を控えていたことを考慮すべきとする。
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よって時効消滅することにならないことからも明らかである」としたのに
対応する判示は、平成26年判決自体には見られなかったからである。
このような状況において、本判決は、同条の受信料債権への適用を否定
した。すなわち、本判決は、基本権としての受信料債権が168条にいう定
期金債権であることを認めこそすれ、受信料債権の特殊性を根拠に、例外
的に同条の適用を否定すべきとしたのである。
（２）168条の例外に関する判決として
通説が、基本権としての賃料債権や永小作料債権、利息債権に168条の
適用がないとしているのは、これらの債権がその大元にある契約と切り離
せないからとされる。つまり、それらの債権が対価的給付を前提としてい
るから、と言い換えることができよう。そうであるからこそ、基本権とし
ての地代債権には168条が適用されると解されているのであり、また、そ
うであるからこそ、通説とは異なって賃料債権等に168条を適用すべきと
いう見解も成り立ちうる。
しかし、本判決は、これまでの学説とは異なる理由で、168条の適用の
例外となる債権が存在することを示したように見える。
（３）受信料の支払いの確保に関する判決として
平成29年大法廷判決は、契約構成をとりつつもＸが受信料を広く強制
的に徴収できるような論理を組み立てるべく、技巧的手段をこらして、特
殊な契約関係を認めた。すなわち、契約自由の原則に対する例外としての
契約締結強制を認め（同判決の理由第２）、受信規約の文言をきわめて形
式的に契約内容に取り込むことで受信設備設置の月から計算した額を支払
うべきこととし（同第３）、さらに、受信料債権の消滅時効が契約成立時
から進行するものとしたのである（同第４）。
本判決もまた、Ｘが受信料を広く強制的に徴収できるような方向に向け
られたものである。本判決は、消滅時効に関する規定の適用を排除すると
いう方法で、長年にわたり強制的な徴収を行わずにいたＸの立場に理解を
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示し、Ｘを救済したものととらえることができる。
（４）小括
本判決は、平成29年大法廷判決の延長線上で、168条の適用に関する例
外を創出したものといえる。ただし、以下で述べるように、本判決が受信
料の特殊性に依拠したことの意味について、また、168条の適用を否定す
るという結論の必然性について、疑問が残る。
（三）本判決の理由づけについて
（１）168条の特殊な例外？
本判決が168条の適用を否定した理由は、放送法の趣旨との抵触であ
る。本判決は、平成29年大法廷判決を引用し、受信料の公平な負担の確
保の必要性を強調している。そのため、本判決を素直に読んだときには、
受信契約について特別に契約締結強制を認めた平成29年大法廷判決を受
けて、そこで目的とされた受信料支払いの確保を徹底するべく、受信料債
権を特別扱いする形で168条の例外としたもののように見える。
ただし、前述のように、平成29年大法廷判決自体、妥当性が疑われる。
同判決に反対の立場からすれば、本判決は前提を欠くとして批判されるこ
とになる。
（２）168条の例外となる新たな類型？
本判決の評釈の中で、マンション管理組合の区分所有者に対する管理費
等の債権（13）について言及し、この債権もマンションの維持管理という目
的のため、①適正な財源の確保と②区分所有者間の公平の観点から168条
の例外とすべきとする見解もある（14）。この見解は、基本権としての受信料
債権についてもマンション管理費債権と同様に、受信料制度の維持という
（13）　最判平成16年４月23日民集58巻４号959頁は、当該債権につき、民法169条の適用
を認めている。
（14）　石松勉「受信料債権に対する民法168条１項前段の20年の消滅時効の適用の可否」
新・判例解説Watch（Web版）民法（財産法）No.152（2018年）３頁。
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目的のため、①適正な財源の確保と②負担の公平の観点で168条の例外と
されたと解する。このように考えると、本判決を168条の例外となる新た
な類型の存在を示したものととらえるべきこととなる。
ただし、目的の共通性が見られるとしても、共通の程度は問題となりう
る。マンションの区分所有者が全員各自の負担分に応じて管理費等を支出
することはマンション存立の前提とされており、負担と実際の受益とが直
接対応するため、予定された分の支出がなければマンションの維持管理は
不可能となる。これに対して、受信料制度の下では、一定数の費用負担者
の存在も一定額の歳入も前提とされてはおらず、NHKとしては収入の範
囲内で柔軟に事業を継続する余地がある。２つの場面を完全に同視できる
か、さらに検討する余地があるだろう。
（３）168条の例外に関する通説と同様の類型？
さらに、本判決を、通説的な考え方と同様に168条の適用を否定した例
として読むことも可能であろうか。すなわち、基本権としての受信料債権
が受信契約の存在と離れて時効消滅すべきでないという理由である（15）。実
際、受信契約を双務・有償の契約と構成することができれば、本判決の上
記判旨をこの意味で読むことができる。仮にそうであるとすれば、このよ
うな理由付けであることがより明確な文言が用いられるべきだったであろ
う。
もっとも、Ｘが公衆に向けた放送を提供することが一定の出捐を伴う債
務だとしても、Ｙの受信料支払債務との間に、賃貸借などの場合と同様の
対価性があるといえるかには、議論の余地があるだろう。受信料が「特殊
な負担金」の性質を有することから考えると、全面的には対価性を肯定し
難いように思われる。
（15）　磯本典章「日本放送協会の放送受信料債権の消滅時効：最判平成26年９月５日判
時2240号60頁を素材として」学習院大学大学院法学研究科法学論集23号（2016年）
47-63頁のうち、55-56頁。
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（四）本判決の結論について
（１）平成29年大法廷判決との関係
最高裁は、受信料債権に「民法168条１項前段の規定の適用があるとす
れば、受信契約を締結している者が将来生ずべき受信料の支払義務につい
てまでこれを免れ得ることとなり、上記規律の下で受信料債権を発生させ
ることとした放送法の趣旨に反する」とする。
しかし、仮に168条の適用を認めたとして、最高裁が危惧する帰結が当
然に導かれるだろうか。受信契約が、公平な制度維持のための特殊な負担
金を支払わせることを主目的とすることに着目すれば、168条の適用を認
めた場合には受信契約が消滅するか、あるいは解除の対象となることにな
ろう。他方で、平成29年大法廷判決を前提とすると、受信設備の設置が
継続しているのであれば（再度の契約締結を求める訴訟を起こして）再度
契約を締結した時点で、受信機設置時点からの分の受信料を請求できるこ
とになる。しかも、同判決によれば、受信料債権の消滅時効は、契約成立
時から進行する。そうだとすると、168条の適用により基本権たる受信料
債権がいったん消滅しても、最終的には受信料債権を再度発生させること
で受信料の「公平な負担」を実現することができ、Ｘの不利益も生じない
のではないか。
（２）平成26年判決との関係
本判決は、支分権としての受信料債権が５年の時効に服するとした平成
26年判決に影響を与えるものではない。そうすると、受信料の公平な負
担の確保を目的として平成29年大法廷判決が極めて特殊な契約を作り出
し、本判決が168条の例外を認めたにもかかわらず、具体的に発生した受
信料債権を最大５年分免れる者が一定数出るという不公平さだけは残るこ
とになる。
たしかに、支分権としての賃料債権等についても169条が適用されるこ
とに異論がない以上、平成26年判決は不自然なものではないとの評価も
白鷗法学　第25巻１＝２号（通巻第52号）（2018）336
可能である。しかし、そうした評価は、本判決が168条の例外に関する
通説と同じ理由づけで受信料債権についても判断したととらえる（（三）
（３））場合には妥当であっても、通説とは異なる理由づけによったととら
える（（三）（１）（２））場合には必ずしも妥当とはいえない。
また、平成29年大法廷判決により受信契約締結時点から遡った過去の
受信料の支払いを免れることができず、本判決により将来生ずべき受信料
の支払いを免れることもできないとされたのに対して、169条は無条件に
適用される一方で168条は適用されないというのでは、３つの判決が本当
に整合するのか疑問が拭えない。せめて、平成26年判決と本判決は、方
向性を共有するべきだったのではないか。契約締結を求める訴訟を起こす
まで長期間受信料未払いの状況を放置してきたケースでは、受信機設置時
がいつであろうと遡って徴収できる。一方で、すでに契約関係にあるにも
かかわらず長期間受信料未払いの状況を放置したケースでは５年分しか
徴収できなくてもよいというのは、バランスを欠くように映る。168条も
169条も適用されないとしたほうが潔いのではないか。また逆に、168条
も169条も適用されると解してもよいように思われる。すなわち、受信設
備の設置者全員が契約締結義務を負うとした時点で公平性は確保されてお
り、債権の消滅時効は別問題として考えることもできるだろう。
五　債権法改正との関係
改正後の民法では、分類の不明確性や零細事業者の負担といった観点か
ら批判が強かった他の短期消滅時効と同時に、債権一般の消滅時効期間
の短縮によって存在意義を失う現行法169条の定期給付債権にかかる短期
消滅時効も廃止され、改正法166条所定の債権一般の消滅時効に統合され
る。債権一般の消滅時効は、現行法において権利行使可能時からの客観的
期間10年であるところ、改正法では主観的期間（「知った時」から）５年・
客観的期間10年という二重の期間制限に変更される。
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他方で、現行法168条は、10年の主観的期間を導入して二重の期間制限
とし、20年の客観的期間の起算点も「各債権を行使することができる時」
であると明らかにする形で、変更されつつ残存する（なお他に、時効に関
する他の規律と同様、時効の「中断」が「更新」に変更される）。
したがって、平成26年判決が存在意義を失う一方で、本判決は、改正
法の下でも理論的には168条の適用の例外として意義を有する。もっと
も、改正法166条所定の消滅時効にかかるのを阻止すべく、不払いから５
年以内に法的措置がとられることになろう。そうすると、本判決は実際的
な意味を失うことになる。
六　おわりに
本判決は、基本権としての受信料債権に対する168条の適用を否定した
ものであり、受信契約を締結したにもかかわらず視聴者が受信料の不払い
を続けたの対して、NHKが法的措置をとるのをあえて避けていた（また
は怠っていた）ケースにおいて、NHKを救済するものといえる。
しかし、本判決が平成29年大法廷判決と同様に受信料の公平な負担の
確保という放送法の趣旨に依拠したことには、疑問が残る。本判決が168
条の特殊な例外を認めたものか、例外となる新たな類型を立てたものか、
またあるいは、通説と同様に考えたものか、確定的に評価することは難し
い。しかし、いずれにしても、確実にその理由づけが妥当だとは言い切れ
ない。
なお、本判決の理由づけがどのような意味を持つかによって、168条の
持つ意味も変わってくるだろう。本判決が特殊なものでないなら、結局、
168条の対象となる定期金債権は、私的な年金の給付契約に基づく債権く
らいしかないことになる可能性がある。当否はなお検討されるべきものの
通説によれば、本判決は、168条のさらなる空洞化を示すこととなる。
さらに、本判決が受信料の公平な負担を理由に他の契約の場合と異なる
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例外的な扱いを認めたものだと解した場合には、前後する最高裁判決と整
合しないおそれが出てくる。むしろ、（最終的には不利益が生じないので
あるから）基本権としての受信料債権について168条の適用を肯定してし
まっても差し支えなかったのではないか。
本判決が抱える困難の原因は、平成29年大法廷判決が抱える困難の原
因と同じく、受信料支払義務を民法上の契約関係の枠組みに収めようとし
ていることであるように思われる。契約という枠組みを利用する以上、他
の契約と異なる扱いをするには、それなりの説得的な、理論的にも破綻し
ないような理由が明示される必要がある。また、その前提として、受信契
約がどのような内容の契約なのか、放送（視聴機会）の提供とその対価と
しての受信料の支払いという構造であるといえるのかなどを、なお検討す
る必要があろう。
（本学法学部准教授）
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